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1.本 論 文 の 問 題 意 識 と研 究 目的(序 章)

企業 の研究開発に関わる研究 は、種々の学問領域において様 々な視点か ら行われている。 たとえ

ば経済学の領域で は、従来か ら技術革新や研究開発 と経済成長 との関係、あるいは研究開発投資の

収益性分析にっいての研究が進 められ、経営学の領域で は、新製品開発の戦略的効果や研究開発組

織 に関する研究など多 くの研究業績がみ られる。 しか しなが ら、わが国の会計学の領域 においては、

研究開発を主題 とする研究は大変少ない。

現実 には、会計 は様々な側面で研究開発 とかかわ っている。研究開発費を効率的に管理す るため

には、研究開発 に関連する諸費用 を正確 に測定する必要がある。 また、研究開発投資の水準を決定

する場合に も、会計情報が必要 となる。 さらに研究開発の成果 を測定す る場合に も会計の測度が必

要 とされ る。 こうした様 々な問題 の中で も、 とりわ け、研究開発 に関わる意思決定および研究開発

か ら得 られる成果の予測 に関連す る有用な会計情報 の作成 と提供が期待されている。 しか しなが ら、

こうした実務界の要請にアカデ ミズムの世界 は十分には対応 しきれていないのが現状である。 これ

らの問題 は会計研究 にとって、いまだ未開拓の領域であり、重要な研究課題 と考え られ る。

このような問題認識の もとに、本研究では、企業の研究開発を戦略的視点か ら捉え、研究開発戦

略意思決定 に関連 する会計情報の有用性を明 らかに し、研究開発効率 の測定に関連する会計情報に
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っいて分析す ることを目的とす る。 この目的を達成するために、第1部 では、研究開発意思決定に

関連する会計情報について考察を加え、第2部 では研究開発効率の測定 に関連す る会計情報 にっい

て分析す る。

2.1.市 場 の視点 と研 究 開 発 戦 略 の特 性(第1部 第1章 か ら第2章)

第1部 では、まず、市場 と企業 との関係か ら研究開発戦略の特性 を考察 し、本研究の研究視角を

明確 に し、碩究開発費が研究開発戦略によって決定 されることを明 らか にす る。 このため、Ansoff

[1965,1998]、AbeU[1980]、 加護野 ・伊丹[1993]ら の経営戦略の論述 を取 り上 げ、本研究では、

事業範囲を決定する企業戦略は市場 と研究開発 との2っ の座標軸の意思決定 として捉える。事業戦

略 につ いては、Porter[1985]の 競争優位戦略 とPraha正ad&Hamel[1994]の コア ・コ ンピタ

ンス概念 を基盤 に、 それ らの融合 を図 ったAfuah[1998]の プロフィッ ト・チェー ン分析に依拠

して、企業 目標 一経営戦略一研究開発 一知識 一差別化戦略とコス トリーダーシップ戦略による利益、

の相互の因果関係 に基づいた本研究の研究開発戦略 フレームワークを提示する(第1章)。

研究開発戦略意思決定 において、研究開発費が、市場要因、 あるいは、市場外要因によって説明

されるかに関する実証分析 は、米国においては ミクロ経済学の分野において、Grabowski[1968]、

Mansfield[1981]、Link&Long[1981]、Cohen&Mowery[1984]に よって、意欲的に行わ

れてきた。かれ らによって、企業の研究開発費の説明要因 と して、多角化度や産業集 中度 などの市

場要因、特許権登録件数、 キャッシュ ・フロー、企業規模などの要因が提示 され、米国企業データ

による実証分析によ って、企業 の研究開発費は、企業規模や内部資金(キ ャッシュ ・フロー)だ け

でな く、多角化度や市場集中度 のよ うな市場要因の有意性が検証 された。研究開発費 に多角化度 は

プラス要因、市場集中度はプラスあるいはマイナス要因であることが明 らかとされている。筆者 は、

わが国企業6業 種における研究開発費の説明要因を実証分析 した。市場集中度にっいては、通信 ・

電子 ・電気計測器工業 と繊維工業で有意でプラス要因である。多角化度 につ いては繊維工業 と自動

車工業で有意で、繊維工業 につ いてはマイナス要因で 自動車工業 についてはプラス要因である。医

薬品工業、機械工業、鉄鋼業の3業 種では、多角化度や市場集中度のような市場要因 は有意でなか っ

た。 これらの市場要因以外に、研究開発費の説明要因として、営業利益あるいは売上高、キャッシュ ・

フロー、前期の研究開発費が実証分析の対象6業 種でおおむね有意であった(第2章)。

22.研 究 開 発戦 略 の策 定 ・実 行 と会 計 情 報(第1部 第3章)

本研究の第2の 課題 は、研究開発戦略の策定 と実行において、会計 はどのような情報を提供で き、

また、会計 はどのような有用な情報を提供 しているかにっいて考察する。 このため、 まず、企業 目

標 と経営戦略の関係 を明確化す る。Chandler[1962]に よる と、戦略 とは、企業 の長期 目標 ・目

的を決定 し、その目標 を達成す るのに必要な活動方針を選択 し、資源 を配分することである。 目的

は何(what)を なそうとしているかであ り、戦略 は目的を達成す る方法(how)と して捉 え るこ

とがで き、企業戦略 と企業 目的の関係 は、 目的一手段 の連鎖関係 にあ ると考え られ る。[Welsch,
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1976][Knight,1998]。 企業 目標を達成す るための具体 的な手段 として経営戦略が策定 され、各

戦略案 の企業 目標の達成度が評価 される。

企業目標 の測度 として、わが国の企業では、従来か ら、売上高、売上成長率、経常利益、経常利

益増益率、ROEな どの目標を設定 して きた。米国企業では、ROI、EPS、ROEを 利用 してきた。

1990年 代後半か らは、 日米企業 ともに企業 目標 と して長期的な企業価値増大が注 目されて きた[田

中,2000]。 企業価値の測度 として、DCF、EVAが 利用 され るが、 これ らの測度 は税引後営業利

益 か ら資本 コス トを控除 した測度であ り、将来の事業 リス クと財務 リスクを考慮 した測度 である

[Rappaport,1998]。 立案 された研究開発戦略 に関する代替的な戦略案 は各戦略 プロジェク トの効

率測定を行 って企業 目標の達成度を評価 し、それを基準 と して経営者 は研究開発戦略を選択 してい

く。すなわち、研究開発戦略 プロジェク ト案の採択 の基準 として会計情報 は機能する。

研究開発戦略の実行プロセスでは、企業 目標 の測度一経営戦略 の評価測度 一業績測度 との整合性

が問題 となる[Kaplan&Norton,1996][Knight,1998][Simons,2000]。 企業価値 は包括的

測度で あるゆえに、業務 レベルの活動の遂行 とその効率を高め るために具体的な業務 ドライバーが

必要 とな る。企業価値 と業務 ドライバ ーとを結 びっけるものが非財務的業績測度であ る。

3.研 究 開 発 効 率 の測 定(第2部 、 第4章 か ら第10章 ま で)

第2部 は7つ の章か ら構成 されるが、序章 と第1部 での考察の下に、研究開発プロジェク トの効

率の測定 に関連する会計情報を分析す る。研究開発効率 は、研究開発 プロジェク トの達成に要する

資源投入すなわちインプ ットとそれか ら得 られるアウ トプッ トとを対比 して測定 される。 イ ンプ ッ

トとアウ トプ ッ トでをどのような測度で測定す るか、特 に研究開発成果の測定 は重要 な研究課題 と

なる。

研究開発プ ロジェク トの達成 に要す るイ ンプ ットの測度 としては、研究開発費あるいは研究員数

が用い られる。 これ らの研究開発費 にっいて は、わが国の 『研究開発費等 に係 る会計基準』、米国

財務会計基準書第2号 『研究開発費の会計』、な らびに国際会計基準第38号 「無形資産(lntangible

Assets)』 において詳細 に検討 されて いる`ので、 これ らの会計基準 に依拠 して研究開発イ ンプッ ト

の測度である研究開発費の意義 とその測定 にっ いて考察する(第4章)。

期間別の費用効果分析では、特定の会計期間 における研究開発費 と研究開発成果を対比す る。期

間別 の費用効果分析に関する先行研究 としては、米国で は ミクロ経済学の分野 において、1980年 代

か らGriliches[1980,1986,!998]の 研究 を嗜矢 と して、Clark&Griliches[1984]に よ る研究

開発投資の収益率分析で提示 されたモデルおよびその実証分析が、本研究の戦略的視点にたつ研究

開発の効率 測定 に対 して有 用 な概 念 と方法 を提供す る もの と考え られ る。 これ らの研究 では、

Cobb-Douglas型 生産関数 に技術知識 ス トックをインプ ット変数 として組み入れ、労働力、資本 ス

トック、な らびに技術知識 ス トックをインプットとして捉え、売上高や付加価値額などのアウ トプ ッ

トとの関係 をモデル化 し、米国の製造業の業種別データに基づいて、研究開発投資の収益率を実証

的に推計 している。
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さ らに、Ravenscraft&Scherer[1982]とSougiannis[1994]は 、物的資本財、研究開発 と

共 に広告 もイ ンプ ッ ト変数で、 これ らの活動がアウ トプ ッ トすなわち利益を生 み出すと考え、イ ン

プ ッ トとアゥ トプ ッ トの関係をモデル化 している。 これ らの理論研究 な らびに実証分析によって、

研究開発は中間的成果 として技術知識 を生みだ し、技術知識が蓄積 され、成果 として結実 し発現 し

ていく関係が分析 され る(第5章)。 特 に、研究開発が成果 と して結実す るかどうかに関 しては、

不確実であるため、研究開発か ら得 られる成果の予測は大変困難であ り、最終的なアウ トプ ッ トで

ある研究開発成果をどのような測度によ って測定するか は、本研究の中心的研究課題 の1っ である。

研究開発成果をよ り精緻 に把握 し測定するたあ、 イ ンプ ットとアウ トプ ットとの間に介在する媒介

変数(中 間的な成果)と しての技術知識 ス トックの概念 にっ いて論究 し、技術知識 ス トックの測定

が必要 となる。 そこで、Lev&Sougiannis[1996]ら によって提示 された技術知識 ス トックの概

念な らびに、米国企業の実証データに基づいて推計 された研究開発費支出時期 と研究開発成果発現

時期 とのタイムラグならびに減価率(陳 腐化)に っいて分析 して いる(第6章)。

以上のよ うな理論的分析 と米国企業の実証分析に もとついて、筆者 は、費用効果モデルを提示 し、

わが国の医薬品業、繊維、電気機械、な らびに自動車工業の4業 種 について、研究開発費の費用効

果 モデルの実証分析 を行 った(第7章)。 研究開発 イ ンプ ッ ト変数 として研究開発費、広告費、有

形固定資産、労働力を用 い、媒介変数 として技術知識 ス トックを用 いる。技術知識 ス トックの減価

(陳腐化)に ついては、 タイムラグ期間中に均等に生 じると仮定す る。研究開発イ ンプ ッ トか ら得

られる研究開発成果 にっいては、企業目標すなわち企業価値の増大 に研究開発成果が結実 している

か否かの評価に連携 した測度で測定す る必要がある。研究開発成果の測度 としては、企業価値 ある

いは企業価値 ドライバーとの整合性 に鑑みると、売上高、売上総利益、 あるいは営業利益が有用で

あると考え られる。

アウ トプ ッ トの測度 に売上高を採用 した場合 には、医薬品工業では研究開発費 の支出時期 と売上

高 との タイムラグは6年 、繊維工業では5年 、電氣機械工業 と自動車工業では3年 と推定 された。

4業 種いずれの業種 も、技術知識ス トックの方が広告 ・販売促進費 よりも売上高 に対す る影響が大

きく、技術知識 ス トックの売上高への寄与が大 きいので、広告費 は技術知識 ス トックの補完的 もし

くは推進的な効果を果 たすと考え られる。

アウ トプ ッ トの測度 に売上総利益あるいは営業利益を用い、 インプ ッ トに技術知識 ス トックと広

告 ・販売促進費 を採用 した場合 には、医薬品工業な らびに繊維工業では、統計的に良好な推計結果

が得 られた。ただ し、電氣機械工業や自動車工業では、満足できる推定結果 は得 られず、技術知識

ス トックと広告 ・販売促進費以外の他の要因が営業利益に影響を及ぼ していると考え られ る。 なお、

医薬品工業 の場合に、営業利益 に対 して、技術知識 ス トックの標準化回帰係数 は広告 ・販売促進費

のそれよりも小 となり、広告 ・販売促進費が技術知識 ス トックの補完的効果を もたらす との仮説は

棄却 され る。

プロジェク ト別の費用効果分析にっいては、第8章 と第9章 で考察 している。米国医薬品業界で

は、新薬の研究開発投資 プロジェク トについて、研究開発か ら獲得 されると予想 される成果をライ
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フサイクル期間中のキ ャッシュ ・フロー現在価値で測定 し、研究開発投資を控除 して正味現在価値

にょ って研究開発効率 の測定 を行 ってい る[Grabowski&Vernon,1990][Myers&Howe,

1997]。 企業目標の測度 としてFCFの 現在価値が利用 され るので、 目標の測度 との整合性 に鑑み、

割引キャッシュ ・フローによる研究開発成果 の測定が有用と考 え られ る。正味現在価値 あるいは収

益指数 による研究開発プ ロジェク トの効率測定は、企業価値 と直結 した測度であ り、プ ロジェク ト

の企業目標の達成度 が明示 され有用 な測度 と考え られる。

なお、研究開発投資 は、研究開発の進行にっれて、次のフェーズに進んで、 さ らに投資を追加 す

るか、あるいは中止するかの意思決定をプ ロジェク トの進捗段階に応 じて柔軟 に決定することがで

きる。研究開発投資は、研究開発 に成功 し事業化へ と進行 し、新製品の生産のための設備投資等 の

多額な投資機会 へと展開 してい く可能性があ り、将来の新 しい事業機会を創出す るオプ ションと考

え られる[Luehrman,1997][Nichols,1994]。 したが って、研究開発投資意思決定の段階で、割

引キャッシュ ・フローによる研究開発成果 の予測を補完するオプション価値の評価 も必要 とされる

(第9章)。

研究開発意思決定 には、技術知識ス トックの無形資産処理が有用 な会計情報であ るとの議論が

Lev&Sougiannis[1996]、Kaplan&Norton[1996]ら によってなされているため、国際会計

基準第38号 『無形資産』 に基づいて、無形 資産の測定の問題 と資産化 の論拠 につ いて考察 している

(第10章)。

4.結 論 と残 され た課 題(結 章)

上述 のよ うに、本研究 では、経済学 における研究開発投資の収益性分析に用 い られた測度 および

経営戦略 に関する議論を視野 に置きなが ら、研究開発戦略意思決定 と研究開発効率の測定 に有用 な

会計情報 とその測度 を抽 出 し、実証研究を経て結論 を導出 した。企業 目標設定および研究開発戦略

の策定 に関連 して もっとも有用な会計測度 は企業価値であると考え られる。研究開発戦略の成果を

測定する測度は最終的には、計画段階の測度 と整合 することが望ま しく、その意味で は、 この段階

で も企業価値が もっとも有用 な測度である。 しか しなが ら、研究開発戦略が最終的に企業価値を創

造す るまでにはかな り長 い期間が必要であ り、研究開発戦略の進捗を測定す るサロゲー トと して、

中間的成果である技術知識ス トックが有用 な測度である。今 日、企業 の将来性 を判定する有用な尺

度 として知的資本が重要視 されているが、技術知識 ス トックはそれ らを評価する重要な会計測度 と

な りうるであろ う。

ところで、企業 目標の設定 と研究開発戦略の策定 にあたって、企業価値 の予測を行 うためには、

将来 のキャッシュ ・フローと加重平均資本 コス ト率 を予測 しなければな らないが、 これ らの予測 は

極めて難 しく、予測精度を高める技法の開発は残された研究課題である。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文 は研究開発戦略に関連する意思決定 な らびにその実行段階にお ける効率の測定 に関連する

会計情報 の機能について、理論的かっ実証的に分析 している。研究開発に関連 した会計情報 の研究

は日本のみな らず欧米において も未開拓の分野であり、本研究 はきわめてチ ャレンジングな研究で

ある。

研究開発戦略は企業戦略の中で も最 も重要 な戦略の1っ である。研究開発戦略の決定 にあたって

は、戦略の必要性 と戦略の効果 にっ いて評価 しなければな らない。戦略の効果 は企業 目標の達成 に

対する貢献度 によって測定される。本論文では、 さまざまな企業 目標を検討 した うえで、 もっとも

重要な企業 目標 として、企業価値 を提示 している。企業価値は、近年、重視 されるようになった新

たな指標であ り、 キャッシュ ・フローの割 引現在価値 やEVAに よって測定 される。企業価値 に影

響を与える要因 はValueDriverと よばれ、 キ ャッシュ ・フロー、売上高、利益等多 くの要素 に分

解できる。

研究開発戦略の財務的成果は研究開発投資の効果 と効率 によって測定 される。投資の最終的な効

果 を測定する財務測度は、意思決定段階の測度 と同様 に企業価値 の増分である。 また、研究開発投

資の効率 は、他の場合 と同様に、 イ ンプ ットとアウ トプッ トの関係で測定 され る。本論文で は、企

業価値 については、研究開発投資 によ って もた らされるキャッシュ ・フローの推計モデルや、研究

開発投資の現在価値をオプ ション価値 として評価するモデル等 にっいて理論的に考察 している。

研究開発投資の効率測定 は本論文 の中心 テーマであるが、 この点につ いては、Grilichの モデル

など、 さまざまな先行碩究を検討 した うえで、主 としてLev&Sougiannisの モデルに依拠 して、

独自のモデルを構築 し、 日本企業の重回帰分析によってこれを検証 している。 このモデルの特徴 は、

研究開発投資 と成果の間のラグを分析 し、 その ラグを考慮 して技術知識ス トックを測定 し、 それに

よって研究開発投資の成果を推定 している点にある。その結果、売上高をアウ トプ ッ トと した場合

には、分析 されたすべての産業、すなわち医薬品、繊維、電機、 自動車の各産業で、技術知識ス トッ

クと最 も高い相関を検出 している。売上総利益、営業利益をアウ トプ ットした場合 には、医薬品で

は有意な相関がみ られたが、その他 の産業では有意 な相関はみ られなか った。仮説 は部分的には検

証 されなかったが、大筋において検証 されている。

以上のよ うに、本研究は研究開発戦略の意思決定 ならびに効率 に関連する会計の測定 ・評価機能

を対象 としたきわあて意欲的な研究である。研究対象に規定 されて、その分析視角 は、多角的かっ

総合的であ り、会計学のみな らず経済学、 ファイナ ンス、戦略論など隣接諸科学に及ぶ深い知識 な

しにはな し得ない研究である。鋭 い理論的分析 に加えて、 モデルの構築 と、重回帰分析 によるその

検証 を行 っており、得 られた知見 は日本 の会計学研究 を大 きく前進 させる成果である。

もちろん、本研究で提起 された研究課題のすべてが解決 されているわけではない。 とりわけ、研

究開発戦略の効率 を企業価値 によって実証するためには、 リスクの推定 など困難 な問題が残 されて

いるが、それ らは今後の課題である。

よって、本論文は博士論文 として合格 と判定する。
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